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甲南学園の構成　設置する学校・学部・大学院等（平成23年3月31日現在）
■甲南学園
甲南大学・大学院

法学研究科 ■ 法務専攻（法科大学院）

ビジネス研究科 ■ 会計専攻（会計大学院）

■ 国際言語文化センター
■ キャリアセンター
■ 先端生命工学研究所
■ 国際交流センター
■ フロンティア研究推進機構
■ ビジネス・イノベーション研究所

■ スポーツ・健康科学教育研究センター
■ 図書館
■ 情報教育研究センター
■ カウンセリングセンター
■ 総合研究所

■ EBA高等教育研究所
■ 広域副専攻センター
■ 教職教育センター
■ サイバーライブラリ
■ 人間科学研究所

甲南高等学校・中学校

甲南学園が設置母体の在外教育機関（フランス）

■フランス甲南学園トゥレーヌ
高等部（平成25年3月31日に閉校）

専門職
大学院

センター・研究所・図書館

文学部 ■ 日本語日本文学科
■ 社会学科
■ 歴史文化学科

■ 英語英米文学科
■ 人間科学科

理工学部 ■ 物理学科
■ 機能分子化学科

■ 生物学科

経済学部 ■ 経済学科
法学部 ■ 法学科 ■ EBA総合コース
経営学部 ■ 経営学科
知能情報学部 ■ 知能情報学科
マネジメント創造学部 ■ マネジメント創造学科
フロンティアサイエンス学部 ■ 生命化学科

修士課程 博士後期課程
人文科学研究科 ■ 日本語日本文学専攻

■ 英語英米文学専攻
■ 応用社会学専攻
■ 人間科学専攻

■ 日本語日本文学専攻
■ 英語英米文学専攻
■ 応用社会学専攻
■ 人間科学専攻

自然科学研究科 ■ 物理学専攻
■ 化学専攻
■ 生物学専攻
■ 情報システム工学専攻

■ 物理学専攻
■ 生命・機能科学専攻
■ 情報システム工学専攻

社会科学研究科 ■ 経済学専攻
■ 経営学専攻 ■ 経営学専攻

フロンティアサイエンス研究科 ■ 生命化学専攻 ■ 生命化学専攻

学部
・
学科

大学院
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学園創立者
平生 釟三郎

1918 財団法人甲南学園
 私立甲南中学校設立認可

1919 私立甲南中学校開校

1923 7年制甲南高等学校開校

1948 新制甲南高等学校に移行

1951  甲南大学設置認可、甲南
大学開学、文理学部設置

1952 経済学部増設

1957  文理学部を文学部と
 理学部に分離

1960 法学部・経営学部増設

1963  甲南高等学校・中学校が
岡本から芦屋市に移転

1964  大学院人文科学研究科、
 自然科学研究科設置

1965 大学院社会科学研究科開設

1991  トゥレーヌ甲南学園
 （現フランス甲南学園トゥレーヌ）
 高等部・中等部を開校

2001  理学部を理工学部に名称変更

2002  経済学部・経営学部にＥＢＡ総合
コースを開設

2003 先端生命工学研究所設置

2004  大学院法学研究科（法科大学院）設置

2006  大学院ビジネス研究科
 （会計大学院）増設

個性尊重の理念を掲げて開学。90年余にわたり、その独自の教育を深め、確立してきました。

甲南学園のあゆみ

平生釟三郎は、1866年武門に生まれ、
東京海上火災保険をはじめとする損
害保険業界の近代化に貢献、川崎造船
所を再建するなど実業界で広く活躍
しました。甲南病院の設立など社会事
業にも深く関わり、政治においては、
広田内閣の文部大臣として義務教育
の年限延長、師範教育の改善を強く提
唱しました。教育理念として、「人格の
修養と健康の増進を重んじ、個性を尊
重し、各人の天賦の特性を伸張させ
る」を掲げ、甲南中学校、さらに7年制
の甲南高等学校を創立しました。

2008 知能情報学部増設

2009  マネジメント創造学部増設
（西宮キャンパス新設）

  先端生命工学研究所移設・
フロンティアサイエンス学
部・同研究科増設（ポートア
イランドキャンパス新設）

　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

　本学園の平成22年度（平成22年4月1日から平成23年3月31日まで）の事業の概況をご報告申し上げます。

　平成18年度から平成22年度までの5年間の期間で策定した中期経営計画に基づく事業は、学園創立90周年記念募金事業も含

め計画どおり実施されました。なお、学園創立90周年記念募金事業のうち、高等学校・中学校新体育館整備はまだ実施されていま

せんが、環境が整い次第、実施可能な手筈は整えております。

　平成23年度には、大学開学60周年を迎え、中期経営計画により新設した3学部のうちマネジメント創造学部とフロンティアサ

イエンス学部は3年目、知能情報学部は完成年度を迎えます。

　財務面にあっては、帰属収入の大幅な増加が期待できない状況のなか、支出構造の健全・適正化に取組み、教育研究への積極的

投資のできる財務基盤を形成し、学園創立100周年に向け、大局観をもって様々な問題に適切に取組むなかで、中期的展望をもっ

て事業を展開してまいります。

　皆様におかれましては、今後とも格別のご理解とご支援を賜りますよう切にお願い申し上げます。

はじめに

甲南大学、甲南高等学校・中学校を設置する甲南学園は、

大正8（1919）年の旧制甲南中学校の設立にさかのぼります。

甲南を支える大きな精神的支柱である創立者の平生釟三郎先生は、

本校ハ学校教育ノ現状ニ満足セザル有志ノ者共ガ集マッテ、

知育偏重ノ弊ヲ避ケ、「人格ノ修養」「健康ノ増進」ヲ第一義トシ、

「個性ヲ尊重シテ天賦ノ特性ヲ啓発スベク、

知的教育ヲ施サン」トノ主旨ヲ以テ創立イタシマシタ

高等学校第1回卒業式／大正15（1926）年

と述べています。

本学園は、今後も、この気概と品格ある平生精神をもとに、

教育・研究の質を高め、本学園の社会的使命を達成することを目指しています。

学校法人甲南学園

理事長  𠮷沢 英成
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　そして、そのなかで出てきた新しい芽をこれまでの伝統のなかで育み、甲南の追求すべき平生の夢「甲南100年
の計」を実現していきます。量ではなく教育の質を追うクオリティリーダーとして、甲南の挑戦は続いていきます。

　平成17年度、安定した財務基盤をベースに「教育の質的向上」を図ることを目的に5ヶ年を対象にした中期経
営計画を策定しました。それから、5年間、中期経営計画に基づいた事業を着実に遂行し、展開してきました。

中期期経経営計画事業業ダイジェススト
Highlight 2010

　平成15年度以降、教育研究への積極的投資ができるよう財務基盤を形成し、中期経営計画を策定しました。同事業の遂行に向けて
は、財務健全化のためのガイドラインを設定する等、安定した収支構造を確立してきました。あわせて学園創立90周年記念募金事業
を展開し、「平生釟三郎記念教育振興事業」「六甲アイランド総合体育施設整備事業」を完遂し、「高等学校・中学校新体育館整備事業」
は環境が整い次第、実施可能な手筈を整えました。また、建学の精神と事業計画を社会に広くアピールするため本学の理念を「個性を
力へ。」に託し、様々な形で特徴のある広報活動を展開しました。

  法人

  大学
　平成20年4月に知能情報学部、平成21年4月にマネジメント創造学部、フロンティアサイエンス学部・同研究科を新設し、新たな
学び舎として西宮キャンパスとポートアイランドキャンパスを竣工しました。理工学部は理工系学部の再編に伴い、3学科体制とし、
校舎間に分散していた各学科の研究室・実験室等を集中移転、各種実験施設や学習支援施設も設置し施設整備の充実を図りました。各
学部では、特色ある新しい教育のスタイルを試みています。また、戦略プロジェクトとして開設された先端生命工学研究所、法科大学
院、会計大学院においても、顕著な研究成果や新司法試験56名、公認会計士20名の合格者を輩出する等、実績を積み重ねました。

   高等学校・中学校
　平成18年度、中学校における1学年1クラス35名、5クラス編成による少人数教育の環境と学習センターの設置等施設の充実を踏ま
え、中高6年一貫（2-2-2、基礎・応用・発展）の新教育システムを開始しました。基礎期間では、基本・基礎学力の徹底と良い学習・
生活習慣を定着させ、応用、発展期間につなげる様々な教育展開を図りました。英語教育ではクラスを半数に分割したネイティブス
ピーカーによるオーラルコミュニケーションを充実させ、高校2年生で約2ヶ月の海外留学を組み込んだグローバル・スタディ・プロ
グラムも設置しました。また、甲南一貫教育を実現するために高大連携の講座や実験を強化し、社会で活躍するOBを招へいしたワー
クショップを実施しました。

  中期経営計画（平成18年度～平成22年度）
大学関係
❶  「人物教育率先」に基づき、今、大学教育に求められている質に先駆的に
挑戦する新学部の開設

　 ●知能情報学部開設及び理工学部再編
　 ●マネジメント創造学部〔CUBE〕（CUBE西宮）開設
　 ●  先端生命工学研究所〔FIBER〕がリードするフロンティアサイエンス学部・

フロンティアサイエンス研究科〔FIRST〕（FAMEポートアイランド）開設
❷ 特色ある甲南教育プログラムの推進
❸ 「甲南90周年栄誉スカラシップ」など奨学金・表彰制度の充実
❹ 独創性溢れる研究・社会貢献・地域連携活動の展開
❺ 学生生活の質を高める環境整備

法人関係
❶ 経営基盤整備
　 ●  中期経営計画遂行のための学園資金計画（新学部の完成年度までを含む）の策

定及びその実行
　 ●各年度予算策定における長期的ガイドラインの再確認
　 ●事務組織体制の活性化
❷ 「個性を力へ。」を標語とする学園の戦略的広報活動の展開
❸  学園創立90周年記念募金事業（「人物教育率先」創立者平生釟三郎記念
教育振興、六甲アイランド総合体育施設整備、高等学校・中学校新体育館
整備）の展開

高等学校・中学校関係
❶  平生精神をバックボーンとする中高6年一貫（2-2-2、基礎・応用・発展）
の教育システムの構築

❷ 日常の学習意欲喚起の体制づくり
❸ スポーツなど課外活動の活性化による徳・体・知力の増進
❹ 海外提携校との交換留学・交流活動による国際感覚の涵養
❺ 教員組織の教育力の増進
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中期経営計画の総括

Highlight 2010

中期経営計画主要事業支出額 及び 財源としての主要引当特定資産残高の推移

Highlight 2010

中期経営計画事業の歩み

・甲南CUBE西宮・新学部構想を発表
・知能情報学部の設置準備
・キャリア教育「価値創造のできる21世紀
型教養人の育成プログラム」が文部科学
省の「現代GP」に採択
・会計大学院開設
・甲南プログレス・プロジェクト（国際交
流センター）、地域連携プロジェクト（文
学部）が始動

・学習センターの設置
・1学年1クラス35名、5クラス制新教育シ
ステム導入
・「教科シラバス」作成
・OBワークショップの開始
・基礎期間でオリエンテーション合宿実施
・多様な能力を有する生徒を受け入れる
入試制度に改革
・ル・ジャルダン・アカデミー（アメリカ・
ハワイ州）と交流協定締結
・大グラウンド、テニスコートに夜間照明
設備の設置

平成18年度 ・学園創立90周年記念募金の始動

・知能情報学部の設置届出
・ポートアイランドキャンパス・新学部構
想を発表
・マネジメント創造学部［CUBE］、フロン
ティアサイエンス学部・同研究科
［FIRST］の開設準備
・「実践的経営シミュレーション演習プロ
グラム」（経営学部）が文部科学省の「現
代GP」に採択
・制度制定に先立ち、特別措置として「甲
南90周年栄誉スカラシップ」を給付

・高大連携出張授業開始（法学部・理工学
部情報システム工学科）
・e-learningシステム運用開始
・制度制定に先立ち、特別措置として「甲
南90周年オナースカラシップ」を給付

平成19年度 ・学園創立90周年記念募金5億円突破
・NC東京を東京駅直結のサピアタワーに移転
・読売新聞一面広告に本学の理念「個性を
力へ。」の標語を掲載、戦略的広報を展開

・知能情報学部の開設
・マネジメント創造学部［CUBE］、フロン
ティアサイエンス学部・同研究科
［FIRST］の設置届出
・西宮キャンパス、ポートアイランドキャ
ンパス竣工
・先端生命工学研究所［FIBER］をポート
アイランドキャンパスに移転
・甲南平生国際フォーラム第1回「アセア
ンから見える日本、日本から見えるアセ
アン その狭間から見えてくるアジアの
未来」、第2回「韓国とのより成熟した
パートナーシップをめざして　人の交
流と人材育成の視点から」開催
・「甲南平生GP」の採択
・「甲南90周年栄誉スカラシップ」の給付開始

・中学3年に「キャリアリサーチ」を設置
・入学前に平生釟三郎伝記の読書感想文
を課し、平生講座を実施
・「甲南90周年オナースカラシップ」の給
付開始

平成20年度

・六甲アイランド総合体育施設整備事業
計画を策定
・学園創立90周年記念募金7億円突破

・マネジメント創造学部［CUBE］、フロン
ティアサイエンス学部・同研究科
［FIRST］開設
・理工学部の再編
・甲南平生国際フォーラム第3回「インド
と日本の新たなる関係」、第4回「北京五
輪から1年－スポーツ文化に新しい日中
関係を探る」開催

・感想文コンクール実施
・「E-Study」フィールドワークを甲南大学
で聞き取り調査実施

平成21年度 ・学園創立90周年記念式典・祝賀会を挙行
・平生釟三郎日記第一巻を刊行
・日本経済新聞マルチプル広告を掲載

・14号館改修、生物学科を集中移転
・7号館改修、物理・機能分子化学科、地学
研究室を移転
・甲南平生国際フォーラム第5回「生物と文
化の多様性～アジアからの発信～」開催
・「甲南平生GP」の採択

・グローバル・スタディー・プログラム開始

平成22年度
・『平生釟三郎日記』第二巻を刊行
・六甲アイランド総合体育施設整備事業
完了

＜法人＞＜大学＞ ＜高等学校・中学校＞

【 年 度 推 移 】 【 期 間 合 計 】
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　中期経営計画の主要事業は大学教育・研究環境整備充実引当特定資産などの主要な引当特定資産を財源として
実施してまいりました。平成18年度から平成22年度までの主要引当特定資産の残高は、当初の173億円から
マネジメント創造学部やフロンティアサイエンス学部新設等の主要事業へ114億円支出する一方で、各年度の資
金収入超過額からの繰入を行うこと等で、平成22年度末で100億円を確保しております。主要事業への支出後の
残高比では41億円増加しており、万全な状態が維持されております。今後も学園財務体質の充実を図り、積極的
な事業展開を推進してまいります。

［中期経営計画の主要事業］
●マネジメント創造学部〔CUBE〕
　　開設（平成21年度）、完成（平成24年度）
●フロンティアサイエンス学部〔FIRST〕
　　開設（平成21年度）、完成（平成24年度）
　フロンティアサイエンス研究科〔FIRST〕
　　開設（平成21年度）、完成（平成23年度）
　先端生命工学研究所〔FIBER〕
　　ポートアイランドキャンパスへの移転（平成20年度）
●知能情報学部
　　開設（平成20年度）、完成（平成23年度）
　理工学部
　　再編（平成20～22年度）
●学園創立90周年記念募金事業
　①「人物教育率先」創立者平生釟三郎記念教育振興事業
（平成18年度～23年度以降継続）

　②六甲アイランド総合体育施設整備事業
（平成22年度）

　③高等学校・中学校新体育館整備事業
（平成23年度実施計画検討継続）

西宮キャンパス

六甲アイランド総合体育施設
知能情報学部

（単位：億円）

理工学部再編

ポートアイランドキャンパス
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学校法人 甲南学園 平成22年度事業報告書事業の概要Ⅰ

大学・大学院

（1）学位記の授与
●学士
　各学部・学科の特色ある科目配置で編成されたカリキュラム
の授業科目を履修し、厳格な成績評価を受けた上で、卒業要件
単位を満たした1,889名の学生に、学士の学位が授与されました。

学部・コース 学士（分野） 学科内訳

文 学 部

文　学 317名
社会学 103名

■ 日本語日本文学科 75（1）名
■ 英語英米文学科 88名
■ 社会学科 103名
■ 人間科学科 96（4）名
■ 歴史文化学科 58（2）名

理 工 学 部

理工学 98名
工　学 84名
理　学 144名

■ 物理学科 90（7）名
■ 生物学科 48（6）名
■ 機能分子化学科 98（4）名
■ 情報システム工学科 90（1）名

経 済 学 部 経済学 380名 ■ 経済学科 380（11）名

法 学 部 法　学 363名 ■ 法学科 361（14）名
■ 経営法学科 2（2）名

経 営 学 部 経営学 366名 ■ 経営学科 366（24）名

EBA総 合 コ ー ス 経済学 21名
経営学 13名

■ 経済学科 21名
■ 経営学科 13名

※（　）は前期卒業者で内数

●修士・博士・会計修士・法務博士
　大学院学則及び学位規程により、論文審査と最終試験に合格
した77名に修士の学位が、5名に博士の学位が授与されました。
また、会計大学院を修了した23名に会計修士の学位が、法科大
学院を修了した47名に法務博士の学位が授与されました。

修士
研究科 修士（分野） 専攻内訳

人文科学研究科
文　学 13名 ■ 日本語日本文学専攻 3名

■ 英語英米文学専攻 1名
■ 人間科学専攻 9（2）名

自然科学研究科

理　学 35名
工　学 12名

■ 物理学専攻 17名
■ 化学専攻 8名
■ 生物学専攻 10名
■ 情報システム工学専攻 12名

社会科学研究科 経済学 5名
経営学 1名

■ 経済学専攻 5名
■ 経営学専攻 1名

フロンティアサイエンス研究科 理工学 11名 ■ 生命化学専攻 11名

※（　）は前期修了者で内数
博士（課程）

研究科 博士（分野） 専攻内訳
自然科学研究科 理　学 1名 ■ 生命・機能科学専攻 1名
社会科学研究科 経営学 1名 ■ 経営学専攻 1名

※（　）は前期修了者で内数
博士（論文）

研究科 博士（分野）

人文科学研究科 文　学 2名
社会学 1名

会計修士（専門職）
研究科 専攻内訳

ビジネス研究科 会計専攻 23名

法務博士（専門職）
研究科 専攻内訳

法 学 研 究 科 法務専攻 47（5）名

※（　）は前期修了者で内数

（2）法科大学院生が司法試験に合格
　平成18年度から始まった新司法試験に、平成22年度は、法学
研究科（法科大学院）修了者110名が受験した結果、11名が合格し、
平成18年度の新司法試験開始から56名の合格者を輩出しました。

（3）会計大学院生が公認会計士試験に合格
　平成22年度公認会計士試験では、短答式試験に12名の会計大
学院生（修了生を含む）が合格しました。さらに、前年度までの
短答式試験合格者と合わせて27名が最終（論文式）試験を受験
し、在学生3名と修了生8名の計11名が合格しました。

（4）経済学部「地域活性化システム論」を開講
　経済学部では、内閣府や神戸市等の協力を経て「地域活性化
システム論」を開講し、平成22年度は「神戸を魅せる」をテーマ
に、学生ならではのアクションプランを検討・提案しました。ま
た、地域で活躍されている事業者・行政の方々を招いての公開
講義、学生の公開プレゼンテーションなどに一般の聴講者が参
加し、それぞれの立場を超えた意見を交換しました。

（5）法学部開設50周年記念シンポジウムの開催
　平成22年11月19日、本学甲友会館において「法学部開設50周
年記念シンポジウム」を開催しました。シンポジウムには、濱田
和生サンスター株式会社代表取締役社長をはじめ、各界から本
学部卒業生5名をパネラーに迎え、学生時代の想い出等を語っ
ていただいた後、「法学部―過去、現在、未来―」と題したディス
カッションを実施しました。

（6）経営学部開設50周年記念シンポジウムの開催
　平成22年11月20日、本学甲友会館において経営学部卒業生と
ともに経営学部における教育の在り方を考えることをコンセ
プトに「経営学部開設50周年記念シンポジウム」を開催しまし
た。川越一株式会社ロイヤルホテル前社長の基調講演をはじめ、
現役学生によるプレゼンテーション、本学部卒業生7名による
パネル・ディスカッションを実施し、貴重な意見や提言をいた
だきました。

（7）特色ある教育への取組
①甲南平生GPの実施
　このプログラムは「平生の教育精神」を生かし、個性と独創性
を明確に打ち出した優れた教育プロジェクトに対して、全学的
な支援体制を実施するものです。平成22年度は、国際交流を強
化するため、「英語集中コースにおける学習・留学支援制度」（国
際言語文化センター）を新規に採択し、平成20年度に採択した
取組のなかで、国際交流、地域連携に関する事業については今
後も大学の取組として継承、発展させていきます。

②キャリア教育の推進
　平成18年度に文部科学省の「現代的教育ニーズ取組支援プロ
グラム」（現代GP）に採択された「価値創造のできる21世紀型教
養人の育成プログラム」に基づき、新たに4年次配当科目の「ア
ドバンスト・キャリアデザイン」科目を開講し、1年次から4年次
まで学部専門教育科目にキャリア科目を配置し体系的なキャ
リア教育を実施しました。

1 教育

学園創立90周年記念事業募金の総括

Highlight 2010

　平成18年9月より開始しました「学園創立90周年記念事
業募金」は、平成23年3月31日をもちまして、募金活動を終
了いたしました。今回の募金は、経済状況の悪化により、
他私学の募金活動も苦戦するなかでの4年7ヶ月にわたる
活動でしたが、同窓会、各地甲南会、卒業生、保護者、及び
多くの法人・団体の皆様からの温かいご支援とご協力に
より、目標額10億円には届かないものの、8.6億円を超える
ご芳志を皆様から賜りました。
　頂戴しましたご寄付は、募金事業に掲げました以下の3
つの事業に有効に活用しております。

① 「平生釟三郎記念教育振興事業」として、平成19年度か
ら平成22年度までに「人物教育率先平生拾芳奨学金制
度」により、大学の「甲南90周年栄誉スカラシップ」に80
名、総額6,970万円、高等学校・中学校の「甲南90周年オ
ナースカラシップ」に顕著な成果を収めた15の団体、59
名の個人に総額1,713万円の奨学金を給付しました。

② 「六甲アイランド総合体育施設整備事業」については、
平成22年4月ナイター設備完備の全天候型体育施設に
生まれ変わり、コンセプトである「スポーツの持つ教育
力を正課授業及び課外活動において引き出すユニバー
シティスタンダードの体育施設」を実現しました。

③ 「高等学校・中学校新体育館整備事業」については、実施
されていませんが、環境が整い次第、実施可能な手筈を
整えました。

学園創立90周年記念事業募金申込状況 （平成23年3月31日現在）
学校種名 件数 件数

〔比率〕
金額

（単位：円）
金額

〔比率〕

卒 業 生 3,211 61.49% 196,955,690 22.74%

在校生・保護者 885 16.95% 36,579,555 4.22%

教 職 員 553 10.59% 89,597,700 10.35%

一般・篤志家 16 0.31% 1,378,003 0.16%

法 人 432 8.27% 411,271,932 47.49%

団 体 125 2.39% 130,207,130 15.04%

合 計 5,222 100.00% 865,990,010 100.00%

寄付件数
比　　率 卒業生　
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在校生・保護者　
16.95%

教職員
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③高等学校･中学校新体育館整備事業
　（事業予算額：8億円）
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①平生釟三郎記念教育振興事業
（事業予算額：6億円　4年間給付合計額：8,683万円）
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②六甲アイランド総合体育施設整備事業
（事業予算額：6億円　事業執行額：8．5億円）
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学園創立90周年記念募金事業別配分額
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（14）スポーツ強化支援
　スポーツ教育力の強化を基本方針とし、戦績向上、指導・支援
体制の充実、教育活動との両立をはかるため「強化指定団体制
度」及び「指導者招へい支援金制度」の継続実施と、指導者対象
の講習会や学生への学修・生活・就職活動に関する支援等、総合
的な支援策を実施しました。

2 研究
（1）先端生命工学研究所（FIBER）の研究展開
　年度ごとに顕著な研究成果を多く生んでいますが、平成22年度は
中国科学院の研究グループとともに、本年度のノーベル物理学賞の
受賞対象となった新炭素素材「グラフェン」を利用した、細胞のがん
化にかかわるタンパク質を高感度で検出する手法を開発し、その論
文がドイツの化学誌「アドバンスド･ファンクショナル･マテリアル
ズ」電子版に掲載され、従来の方法より短時間で精度も10倍以上に
向上させるとしてクオリティ紙に数多く取り上げられました。

（2）学内の各種研究助成による研究支援
　学園の教育・研究を推進・充実すべく平生太郎基金、甲南学園
教育・研究基金の運用果実等をもって、研究、出版、外国人研究
者の招へい等の事業に助成、補助を行いました。

平生太郎基金科学研究奨励助成
申請者 研究課題 研究期間 助成金額

杉本　直己
（フロンティアサイ
エンス学部教授）

甲南DNAサーベイヤーの
構築と革新的核酸機能化技
術の開発

平成20年4月  1日～
平成25年3月31日

（5年間）
☆平成20年度からの継続

20,000,000円
（平成20年度
より5年で総額
100,000,000円）

本多　大輔
（理工学部准教授）

海洋の重要な分解者と目さ
れるラビリンチュラ類の現
存量と構成属の季節的変動
の継続的モニタリング

平成22年4月  1日～
平成23年3月31日 5,400,000円

田中　雅博
（知能情報学部教授）

自己位置推定機能をもつ
キャンパス内移動ロボット
KoRoの開発

※平成22年4月  1日～
　平成26年3月31日
（4年間）

6,600,000円

平成22年度助成合計金額 32,000,000円

※ 但し、助成対象研究期間は平成22年度（平成22年4月1日～平成23年3月31日）とする。
※ 平生太郎基金科学研究奨励助成…学園創設者平生釟三郎のご子息、太郎氏のご令
室である故平生愛子様から遺贈を受けた財産で、科学研究（医学を含む）を奨励す
ることを目的とした基金。平成6年度より開始された学園の研究奨励助成制度。

平生記念人文・社会科学研究奨励助成
申請者 研究課題 研究期間 助成金額

出口　晶子
（文学部教授）

拡大する瀬戸内世界－日本
海から太平洋への旅路

※平成22年4月  1日～
　平成25年3月31日
（3年間）

500,000円

森　剛志
（経済学部准教授）

経済格差拡大がもたらした
若年世代の金融意識・行動
の影響と持続可能な社会制
度設計に関する分析

平成22年4月  1日～
平成23年3月31日 500,000円

渡辺　顗修
（法科大学院教授）裁判員裁判の課題と展望

※平成22年4月  1日～
　平成24年3月31日
（2年間）

500,000円

平成22年度助成合計金額 1,500,000円

※ 但し、助成対象研究期間は平成22年度（平成22年4月1日～平成23年3月31日）
とする。
※ 平生記念人文・社会科学研究奨励助成…平生太郎基金の遺贈者の精神に喚起された
学園が学園の資金で人文・社会系分野の研究を奨励する助成制度。

伊藤忠兵衛基金出版助成
申請者 著書名 助成金額

林　　満男（経営学部教授） 『国際企業倫理論』 960,000円

早瀬　勝明（法科大学院准教授） 『憲法13条解釈をどうやって
客観化するか』

790,000円

伊庭　　緑（国際言語文化センター教授）
『Experimental Studies on 
Prosodic Features in Second 
Language Acquisition』

1,200,000円

助成合計金額 2,950,000円

※ 昭和51年、第3代・第5代理事長伊藤忠兵衛の遺言により遺贈を受けた財産で、学術研究
の出版を助成することを目的とした基金。その後、昭和57年にその他の特定基金とし
て統合し、甲南学園教育・研究基金となり、同時に国際交流助成制度が整備されました。

国際交流助成
　主に外国人研究者の招へい事業に9件、合計610,317円、助成
しました。

総合研究所共同研究
　人文･社会･自然科学の諸分野にわたる総合的な共同研究を
行い、学術の進歩に寄与することを目的として昭和59年に設置
された総合研究所の下、共同研究課題4件に対し、合計3,340,000
円を助成しました。

（3） 私立大学戦略的研究基盤形成支援事業の推進展開
　この事業は、大学の経営戦略や研究戦略に基づき、各大学が
特色を活かした研究を実施するため、国が重点的かつ総合的な
支援を行う事業で、平成22年度に新たに採択された1件とこれ
までに選定を受けた2件のプロジェクトを推進展開しています。

テーマ 期間
「関西地域発イノベーション・プラットフォームの構築」
（ビジネス・イノベーション研究所）

平成22年度から
3年間

「分子クラウディング環境を活用した遺伝子発現系で活
躍する機能性分子のデザイン・開発システムの構築」
（先端生命工学研究所）

平成21年度から
5年間

「心の危機の見極めと実践的ネットワークの創造」
（人間科学研究所）

平成20年度から
5年間

（4）研究支援体制の強化
　文部科学省、日本学術振興会による平成22年度科学研究費補
助金に、本学から68件（新規18件、継続50件）が採択されました。

（5） 兵庫海外研究ネットワーク（HORN）事業に
よる共同研究

　パリ第三大学ミュリエル・デトリ准教授を1ヶ月間招へいし、
多文化共生に関する共同研究（共同研究者：国際言語文化セン
ター教授中村典子）を行い、国際シンポジウム「アジア圏の人々
にとっての多文化共生社会の現状と未来」を開催しました。

（6）知的財産管理体制の充実
　「甲南大学発明規程」に基づき知的財産の管理・活用を行うと
ともに、知的財産への理解と関心を深めることを目的として、
教職員、学生等向けに知的財産セミナーを開催しました。

（7）研究者情報の公開
　本学の有する研究成果（知的資産）及び人材を学外に広く公
開することを目的に、ホームページの研究者情報の更新を行い
ました。また、教員の研究成果をまとめた人文系・社会系・理工
系それぞれの研究シーズ集について、研究内容などを更新し、
ホームページ等を通じて、情報を発信しました。

③入学前教育の推進
　早期に大学への入学が決定した年内入試合格者を対象に、入
学時までの学力維持と入学後の大学教育へのスムーズな移行
を目的として、e-learningによるメディアリテラシーを全学で、
学部学科単位では、大学授業に連動する基礎単元の通信講座、
事前指導などを実施しました。

④ 経営学部「実践的経営シミュレーション演習プログラム」、
「ビジネス・リーダー養成プログラム」の展開
　平成19年度に文部科学省の「現代的教育ニーズ取組支援プロ
グラム」（現代GP）に採択された「実践的経営シミュレーション
演習プログラム」は、インターネット上で企業経営の模擬体験
を行うe-learningとface to faceの指導を組み合わせた教育プ
ログラムで、平成22年度から本格的な運用を開始しました。
　また、平成20年度に新設した「ビジネス・リーダー養成プログ
ラム」においては、ビジネス・プロフェッション・コースの13名
が兵庫県内7社において本社を中心に3ヶ月間の長期フルタイ
ム・インターンシップに参加しました。またグローバル・ビジネ
ス・コースの5名がドイツのケルンビジネススクールに4ヶ月間
交換留学し、英語で専門科目の履修、現地企業訪問等、プログラ
ムの展開を図りました。

（8）自己点検・評価の実施
　平成18年度に受けた認証評価に対する改善報告書を財団法
人大学基準協会に提出しました。また、自己点検・評価運営委員
会においては平成24年度に行う自己点検・評価に向けて、新大
学評価システムによる「内部質保証システム」の構築に取組む
ため、同協会工藤潤大学評価・研究部長による講演会を実施し
ました。さらに、各学部から報告された平成22年度「活動目標と
方針」についての現状と自己評価を年度末に報告し、第三者評
価を行いました。

（9）FD活動の推進
　新任教員研修・ガイダンスに加え、体験を通してインタラク
ティブな講義方法を身につけるワークショップを実施し、新
任・中堅教員が一堂で「甲南らしいFD」の在り方について検討
しました。また、就業力の育成が大学設置基準に加えられるこ
とに伴い、稲垣明兵庫県立伊丹高等学校校長、中西泰輔モロゾ
フ株式会社能力開発担当課長を講師に招き、働き続けるために
必要とされる教養や専門的知識の教授方法について議論しま
した。
　さらに、授業中のマナー向上を目指して、専任教員を対象に
アンケート調査を実施し、マナー向上の取組の基礎データを収
集しました。

（10） 「相互評価に基づく学士課程教育質保証シス
テムの創出－国公私立4大学IRネットワーク」
の展開

　平成21年度文部科学省の「大学教育充実のための戦略的大学
連携支援プログラム」に採択された同志社大学、北海道大学、大
阪府立大学、本学の国公私立4大学での取組は、「4大学IR学生

調査ネットワークの構築と活用」「連携大学間におけるIRネッ
トワークシステムの構築」「IRネットワークを活用した相互評
価とベンチマーキング」「IR人材育成のためのワークショッ
プ」を実現することで、教育の質保証を目指すものです。平成22
年度は、本学でシンポジウムを開催し、最終目標である全国規
模の大学コミュニティ形成に努めました。
※ IR（Institutional Research機関研究）：大学内の様々な情報を収集して、数値化・
可視化し、評価指標として管理し、その分析結果を教育・研究、学生支援、経営等に
活用すること。

（11）就業力育成支援事業の取組
　平成22年度文部科学省の「大学生の就業力育成支援事業」に
本学の取組「人物教育率先に根ざした実践的能力の育成」が採
択されました。この取組は、①社会との関わりを念頭においた
専門教育の再構築、②専門教育を支え、社会人として必要とされ
る教養教育の見直し、③骨太な心とからだづくり（ストレスマ
ネージメント能力の育成）の3つの視点から産学連携による教育
改革を行うもので、平成22年度は学生一人ひとりをきめ細かく
サポートするための学生カルテシステム構築を手がけました。

（12）教職志望学生への支援強化
　質の高い教員養成を目的に、基礎学力診断試験や実践力を身
に付ける講座を実施するとともに、教職教育センター共同研
究・実習室では元高校・中学・小学校長が常駐して教職志望学
生・卒業生の相談や指導にあたりました。平成22年度公立学校
教員採用試験においては、現役生8名（大学院生1名含む）が合格
しました。

在校生・卒業生を含む教員採用選考試験結果
※本学が把握した数のみ記載

平成23年度採用合格者数（公立学校）
愛 知 県 1 神 戸 市 5 広島県・広島市 2
大 阪 市 4 堺 市 1 兵 庫 県 18
大 阪 府 3 東 京 都 1 三 重 県 2
岡 山 県 1 名 古 屋 市 1 和 歌 山 県 2
神 奈 川 県 1 奈 良 県 2 合 計 44

（13）国際交流・留学支援の推進
　アジア圏の国際交流強化を図るため、新たに韓国の慶熙大学、
中国の厦門大学、及びマレーシアのマラヤ大学と協定を締結し
ました。また、「語学プラス交換留学制度」（前半は語学、後半は
専門科目を履修）を設けるとともに、短期留学体験型プログラ
ム「エリアスタディーズ」を中国・香港、韓国・ソウルにおいて実
施しました。さらに、韓国の漢陽大学職員研修団等を積極的に
受入れ、国際交流を推進しました。

留学プログラム等 派遣人数 受入人数

交換留学 全学部対象 11 10
経営学部（グローバル・ビジネス・コース）対象 5 2

マネジメント創造学部（特別留学コース） 24 ー
EBA総合コース 2 ー
語学プラス交換留学（語学＋専門科目） 2 ー
奨励留学 35 ー
エリアスタディーズ（短期留学体験型プログラム） 25 ー
日本語教授法実習（文学部） 9 ー
海外語学講座（夏・春の短期留学） 93 ー
私費外国人留学生 ー 3（1名大学院）
私費外国人研究生 ー 7
甲南大学イヤー・イン・ジャパンプログラム ー 45
夏期日本語集中講座 ー 20
合　計 206 87

※留学先大学は、23校　8ヶ国＋台湾
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　フロンティアサイエンス学部（FIRST）においては、独立行
政法人科学技術振興機構の支援事業である「サイエンス・パー
トナーシップ・プロジェクト（SPP）」に連携事業として3件、同
学部の独自事業として、理科担当の高等学校教員を対象にした
「理科教員向け先端科学実験講座」を実施しました。
※ サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト（SPP）…高等学校等と大学が連携
し、研究者等を講師とする科学技術、理科に関する観察、実験、実習等の体験的・問
題解決的な活動を中心とした学習活動を行うことによって、生徒の科学技術や理
科に対する興味・関心と知的探究心等を育成することを目的としている事業。

（2） 甲南女子大学との単位互換、西宮市大学交流
協議会「共通単位講座」への参加

　互いの大学にない科目を相互補完することで、特色ある教育
を充実させることを目的として、平成21年度より甲南女子大学
と単位互換を実施しており、平成22年度は本学から3名が、甲南
女子大学から54名の学生が単位を互換しました。
　また、西宮市大学交流協議会への加盟に伴い、平成21年度よ
り学生の幅広い視野の育成と学習意欲の向上を目的とした「共
通単位講座」へ参画し、平成22年度は本学から24名の学生が受
講しました。
※ 西宮市大学交流協議会…さまざまな交流事業、調査研究事業、情報発信事業等を
行い、大学の教育研究のさらなる向上と、併せて、その成果を地域社会や産業界へ
還元することを目的とし、西宮にある各大学・短期大学と西宮商工会議所、西宮市
をもって構成されています。

（3）産官学連携の推進
　フロンティア研究推進機構において、産官学連携活動を積極
的に推進するために、受託研究、共同研究等の支援を行いまし
た。また、本学が有する知的財産の社会での活用を推進するた
め、京阪神地区及び東京地区の各種展示会（イノベーション・
ジャパン2010（東京）ほか）等に出展するとともに、新技術説明
会（「ひょうご神戸産学学官アライアンス」及び「関西8私大」）で
発表しました。

（4）御影クラッセとの地域連携
　地域社会の発展と教育・文化の振興へ寄与することを目的に、
平成22年5月に阪神御影駅前の商業施設・御影クラッセ（住商
アーバン開発株式会社）と「地域連携の協力に関する協定」を締
結し、御影クラッセにおいて学生のクラブ団体によるイベント
や本学教員による講演会を開催しました。

（5）日本学術振興会等の各公募事業に採択
　本学のプログラムが日本学術振興会、科学技術振興機構の公
募する各事業に採択され、科学研究費補助金での研究成果や独
自の取組みの実績を中学生・高校生、地域の児童に広く還元し
ました。

独立行政法人 日本学術振興会　研究成果の社会還元・普及
事業「ひらめき☆ときめきサイエンス KAKENHI」

テーマ 学部・研究所

「最新ノーベル賞堪能ツアー －蛍光タンパク質と光る
DNA実験」 先端生命工学研究所

「ロボットを『作る』・『見る』・『動かす』－ ii Robot 
Worldへの招待」 知能情報学部

「みんなで考える、知的財産、ニュービジネス」 マネジメント創造学部

主な講演会・シンポジウム等
●公開講座（広報部主催）
春期：「老化を防ごう」～アンチ・エイジング最前線～
夏期：パソコン教室「自分のブログをつくってみよう」
秋期：「やさしい最先端の経済学」
冬期：バドミントン教室「プレースメント技術を磨く！」

●文学部・コミュニティ・デザインセンター共催
東灘アートマンス協賛イベント　キャンパスJAZZライブ
第6回地域連携フォーラム　「大学と地域の新しいつながりを求めて」

●文学部
ギャルリー・パンセ大学企画展　
　「花の形式」（浅野 仁美展）
　【関連企画】10/27演奏パフォーマンス・アーティストトーク
　「Ground」（日淺 優展）
　【関連企画】11/25 ライブパフォーマンス・アーティストトーク
ギャルリー・パンセ博物館実習展
　「子どもにかえるとき」
 公開講義（地域連携講座科目「阪神文化論Ⅱ」）朝日新聞社との連携講座
公開講義（地域連携講座科目「NPO/NGO論」）
　①「若者の就労とNPO」
　②「NPOで働く」
　③「NPO/NGOで働くということ～六甲山での取り組みから」
公開講義（地域連携講座科目「観光文明学Ⅱ」）「琵琶湖周航-観光の旅」
公開講義（学芸員養成課程）
　「海事博物館資料の電子化と利用方法」
　「後世へ遺し伝えるために-記録資料の保存修復」
　「はじめての展覧会！～新米アートコーディネーター奮闘記～」

●経済学部
「現代日本経済（日本の資本市場）」※野村證券株式会社寄付講座
地域活性化システム論「神戸を魅せる～まち・海・山からのアプローチ～」
Joint Lecture「経済学と経済学のあいだ」

● フロンティアサイエンス学部（FIRST）・先端生命工学研究所（FIBER）
共催
講演会及びシンポジウム「Science Live Ticket」
産学連携事業「産学連携サロン」Part2・3

●国際言語文化センター
社会人講習会（言語講座）　英語・独語・仏語・中国語・韓国語（レベル別）
夏期社会人講座「異文化理解：生き方・人生の楽しみ方を探る」

独立行政法人 科学技術振興機構　地域の科学舎推進事業
「地域活動支援」

テーマ 学部

科学とあそぼ！2010 知能情報学部

（6）大学間連携の推進
　本学が加盟する兵庫県下の大学相互の連携を深め、教育・研究
活動の向上と地域社会の振興と発展に寄与する「大学コンソーシ
アムひょうご神戸」の学生交流事業を担当し、学生独自の視点か
ら兵庫を活性化するアイデア・企画を、事業計画の形で募集し選
定する「学生プロジェクトプラン・コンペ2010」を開催しました。ま
た、8月に「農村ボランティア」、10月に「兵庫みらいフォーラム」に
参加するなど兵庫県とも連携を密にし、学生交流を推進しました。

（7）生涯学習の支援
　社会人講座、各種シンポジウム、公開講座等を通じて、生涯学
習の機会を社会・地域に提供しました。

3 学生支援活動
（1）卒業延期制度の制定
　ここ数年の経済環境の激変に伴い、就職先が内定しない学生
が卒業を見合わせるため数単位を残して留年を選択する事態
に至っていることから、卒業要件を満たす学部学生が、引き続
き在学を希望する場合には、1年間に限り卒業を延期して在学
することを認める卒業延期制度を臨時的に制定しました。

（2）奨学金・表彰制度の充実
　学生のより高い学習意欲を引き出すために、目的別の各種奨
学金の給付、表彰、授業料の免除等を実施しました。また、家計
急変等にかかる学生からの緊急の申し出に対して、甲南大学特
別援助奨学金を適用するために関連諸規程を改正しました。

（3）キャリア形成・進路支援体制の強化
　厳しい就職環境下、学生の不安感を払拭し、進路満足度を高
めるため、首都圏での就職活動を支援する「企業研究講座 in 
TOKYO」、「夏休み就活セミナー in TOKYO」、若手卒業生を
招いての「OB・OG懇談会」、理工系学生等の多様な学生に応え
る各キャリア支援講座や就職希望者の多い業界に特化した「業
界研究シリーズ」に加え、筆記試験対策や面接試験対策を見直
し、体系立てて実施しました。また、父母対象に「父母就職説明
会」等を開催、さらに未内定者には、就職活動意欲維持に向けた
「就職の寺子屋」等を実施し精神的なケアも含め、手厚いフォ
ローアップを図りました。
　また、平成21年度に文部科学省の「大学教育・学生支援推進事業」
学生支援推進プログラムに採択された「ニート回避と未内定者削
減のための就職相談・情報提供体制の充実」の2年目の取組として、
キャリアカウンセラーの増員、キャリアセンターの開室時間の2
時間延長等、相談体制を強化し、満足度の高い就職先獲得を目指
した取組を行いました。平成22年度の就職率は95.0%となりました。
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（4）学生生活の活性化
①課外活動等の展開
　学生が主体となる活動を促進させ、徳を備え活力に満ちた学
生を育成・支援するため、学長表彰、学生部長特別表彰、父母の
会課外活動表彰（金甲賞）、同窓会課外活動表彰（会長賞・奨励
賞）等の各種表彰を行いました。
　また、課外活動はもとより、学外においても緊急時に応急処
置ができる学生を1人でも多く養成するための市民救命士の講
習会を開催するとともに、岡本地区の美化促進のため、地域が
協力して実施する岡本一斉クリーン作戦及びタバコのポイ捨
て禁止、ゴミの分別の啓発活動にも取組みました。

②ピアサポート活動の開始
　大学生活に不自由を感じている学生に対して友人・上級生が
ボランティアとして支援するピアサポート活動を開始しまし
た。大学が行った研修を受けた学生に研修修了書を交付して、
ピアサポーターとして新入生対象の案内ブース等で活動を行
いました。

③「父母の会・学生GP」の共催
　平成21年度に引き続き、甲南大学父母の会と本学の共催で、
「父母の会・学生GP」として、学生と教職員の協力を前提に、広
く学生の意欲を喚起する取組を募集し、厳正な審査の結果、5件
の取組が採択されました。

（5）父母対象の教育懇談会の実施
　学生の父母に対し、本学の教育理念やキャンパスライフに関
する生活情報の提供のため、本学で教育懇談会を5月15日に行
いました。また、地方在住の父母を対象として、10月17日に名古
屋市及び福岡市で、11月3日に広島市及び高松市で開催しました。

4 社会連携・貢献活動
（1）高大等連携の推進
　高大連携聴講生制度に基づき、兵庫県、神戸市及び協定を締結
した高校からの生徒を指定の授業に受け入れました。また、指定
校推薦依頼校を対象とする教育交流会を開催し、高校の教員に
学長講演、入試制度、就職状況の説明や授業公開を行い、各学部
においては、出張講義、授業体験、遠隔授業等を実施しました。
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（1）中高6年一貫教育システムの構築
　2年ずつ3つのステージ（基礎・応用・発展）に分けた新教育シ
ステムが5年目を迎え、文Ⅰコースの特徴付けの一環として「グ
ローバル・スタディ・プログラム」が始まりました。このプログ
ラムを選択している生徒のうち13名の高校2年生が2ヶ月間
オーストラリア、カナダ、イギリスへの海外留学を行い、実践的
英語力のみならず、文化の多様性を学び、さらに独立心を養う
ことができました。言語リテラシーの養成強化を目指して「日
本語検定」や「英語検定」ならびに「英語コミュニケーション能
力テスト」などを受験し、さらに読書感想文コンクールを実施
することにより英語や日本語の運用能力の向上に努めました。
　また、中学1～2年の基礎期間を中心とした「計算力テスト」
「漢字テスト」「英単語テスト」などを継続することにより基本
的な学習習慣の確立を行いました。
　中高6年間を通したネイティブ教員によるクラスを半数に分割
した「オーラルコミュニケーション」科目を開講し、英語を使う力
の涵養に努め、その集大成としてディベートを実施しました。

（2）甲南一貫教育の実現
　甲南の一貫教育として次の事業を実施しました。
① 社会で活躍するOBを招へいし、キャリア教育の一環として
のOBワークショップの実施。

② 高大連携として、甲南大学の知能情報学部、法学部やフロン
ティアサイエンス学部の教員による出張講義や特別実験の
実施。

1 教育

高等学校・中学校 ③ 自ら学ぶ姿勢を身につけるために、基礎期間に行う「自学自
修」「情報活用」、高校生が行うフィールドワークを通じての
調査研究及びプレゼンテーション能力を養成する「E－
Study」の実施。

④ 学校や学年を超えた学友たちとのコミュニケーションを通
して豊かな人物教育・人脈形成を行うための甲南小学校、甲
南女子中高等学校との甲南三学園学習成果発表会や三学園
環境教育の実施。

⑤ 甲南の教育方針を理解するために創立者平生釟三郎のマン
ガ本や伝記の読書、平生講座の実施や集会における平生精神
の喚起。

（3）伝統に根ざすイノベーションを実現する体制
　教員組織を活性化し、資質や技量の向上を目指して、「教育理
論とその実践」に関して外部講師による教員研修を実施しまし
た。また、これからの甲南教育の充実を図るために、校長諮問機
関であるプロジェクトチームを組織し、教育内容の研究を行っ
ています。さらに広報戦略の強化を図るために入試広報のHP
を外注し充実させました。

　特に中学時代の基礎期間における学力向上を重視し、日常の
学習意欲喚起の体制を構築して、学力の向上・定着を図るため
に、以下のことを行いました。①7限授業の実施（月・木）。②学習
センターにおいて、放課後の専任教員及び教員志望の甲南大学
生による個別指導を行い、延べ1,000名を超える生徒の学習支
援。③メールマガジンやe-learningを活用することで学校と家
庭との連携の強化。④4校の海外協定校との長期交換留学や短

2 学習活動・学校生活支援活動

●人間科学研究所
公開研究会
　 第53回芸術療法と芸術学の対話 第2回 アートセラピーにおける
表現と癒し

　 第55回「イクメン」の向こう側へ－臨床心理士による父親への育児
支援の可能性－

　 第57回裁きと和解－戦時性暴力の被害・加害の証言から－
第10回公開シンポジウム
　 父親の子育て・母親の子育て－自立する親と子のための健全な分
離とはー

●総合研究所
春期公開講演会「脳における記憶のしくみ」
秋期公開講演会「基礎から学ぶ金融政策」

●先端生命工学研究所（FIBER）
公開講演会「FIBER International Lectures in NANO BIO NOW Series」
FIBER Forum 2010

（1）岡本キャンパス西・北校地の再開発
　理工学部再編に伴い、岡本キャンパス西・北校地の施設を再
開発しました。14号館には生物学科が集中移転、7号館には物理
学科、機能分子化学科、地学研究室が集約されたほか、最新の実
験装置も導入され、教育研究環境の向上が図られました。

（2）防災センターの建設
　岡本キャンパスの防災力、セキュリティを高めるため、キャン
パス中央に位置する図書館西側に防災センターを建設しました。
断水時に水槽水を活用できるシステムや自家発電設備等を備え、
有事には学園の災害対策本部が設置されるほか、平時にはキャ
ンパス施設を最適に維持管理するための拠点となります。

（3）快適・安全なキャンパス構築の推進
　キャンパスのバリアフリー化に継続的に取組み、平成22年度

5 環境整備

（1） 兵庫県立舞子高等学校と協定校推薦入学制度
の協定を締結

　神戸市立六甲アイランド高等学校に続き、兵庫県立舞子高等
学校と「推薦入学制度に関する協定」を締結しました。同協定は、
高大連携活動を通じて、両校の教育理念・教育方針について、相
互理解のもと、本学に入学意欲の高い生徒を推薦入学者として
一定数・一定期間継続して受け入れることを目的としたもので、
全学的な協定校推薦入学制度として、平成24年度入学予定者か
ら、毎年度一定数の生徒を本学に受け入れます。

（2）入学試験状況
　平成23年2月から3月にかけて実施した入学試験の志願者総
数は21,639名（前年比2,246名（9％）減）で、3年連続の減少となり
ました。内訳は、一般入試志願者数が1,434名減の12,650名（前年
比90％）、センター試験利用入学試験志願者数が812名減の
8,989名（前年比92％）となっています。指定校推薦入学やAO入
学試験をはじめとする、その他の入学試験全体の志願者数は30
名減少し、1,054名（前年比97%）となりました。
　大学院においては、修士課程・博士後期課程で志願者数126名
（前年比50名減）で88名が合格、法科大学院では志願者数193名
（前年比10名減）で96名が合格、会計大学院では志願者数38名
（前年比11名減）で32名が合格しました。

6 学生募集・入学試験に係る各種活動

は10号館1階トイレのバリアフリー改修、1号館及び2号館エント
ランスの自動ドア化を行いました。また、防災センター整備に合
わせ、9号館西側に駐車場を新設、西門を拡幅し、大型車両の構内
進入を可能とするとともに、入構車両の規制を強化しました。

（4）情報インフラ整備の推進
　理工学部棟再編工事、11号館（会計大学院）自習室改修に伴い、
ネットワークを敷設しました。また、六甲アイランド総合体育
施設内の無線LAN設備を増強しました。

【入学試験状況】

学部・学科
一般入試 センター試験利用入試 その他の入試

志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数

文学部

日本語日本文学科 642 626 149 52 330 324 64 6 32 32 32 31
英語英米文学科 560 554 196 63 449 446 146 19 34 32 32 32
社会学科 564 555 163 59 428 417 121 24 24 24 24 24
人間科学科 744 722 166 53 437 431 87 10 47 44 44 43
歴史文化学科 447 436 140 49 356 352 96 15 19 19 19 19

小　計 2,957 2,893 814 276 2,000 1,970 514 74 156 151 151 149

理工学部

物理学科 432 418 150 24 180 175 61 7 24 23 21 20
生物学科 504 492 174 33 340 333 25 1 15 15 15 15
機能分子化学科 521 507 137 29 258 251 69 8 34 33 29 29

小　計 1,457 1,417 461 86 778 759 155 16 73 71 65 64
経済学部 2,185 2,138 600 189 1,510 1,482 513 59 165 165 153 148
法学部 1,872 1,828 634 242 1,204 1,185 290 31 116 115 113 111
経営学部 2,593 2,550 482 153 2,309 2,276 384 50 215 212 184 184
知能情報学部 773 752 197 70 318 313 51 7 56 55 49 48
マネジメント創造学部 584 575 183 68 532 523 156 15 261 259 110 103
フロンティアサイエンス学部 229 224 76 19 338 325 118 22 12 12 7 7

合　計 12,650 12,377 3,447 1,103 8,989 8,833 2,181 274 1,054 1,040 832 814

※  その他の入試…マネジメント創造学部公募制推薦入学試験、AO入学試験、スポーツ能力に優れた者の推薦入学試験、経営学部高等学校商業科推薦入学試験・理工学部高等学
校工業科推薦入学試験、指定校推薦入学、系列校推薦入学、協定校推薦入学、帰国子女入学試験、社会人入学試験。

大学院［修士課程］ 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数

人文科学研究科

日本語日本文学専攻 2 2 2 2

英語英米文学専攻 2 2 2 2

応用社会学専攻 1 1 1 1

人間科学専攻 28 26 13 11

小　計 33 31 18 16

自然科学研究科

物理学専攻 21 19 17 15

化学専攻 17 17 11 10

生物学専攻 12 12 10 10

情報システム工学専攻 10 10 10 10

小　計 60 58 48 45

社会科学研究科

経済学専攻 13 13 6 6

経営学専攻 4 4 3 2

小　計 17 17 9 8

フロンティア
サイエンス研究科 生命化学専攻 6 6 4 3

合　　計 116 112 79 72

※ 修士課程…一般入学試験、社会人入学試験、AO入学試験、外国人留学生入学試験、
学内推薦入学試験、学内選考入学試験。

大学院［博士後期課程］ 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数

人文科学研究科

日本語日本文学専攻 0 0 0 0

英語英米文学専攻 0 0 0 0

応用社会学専攻 0 0 0 0

人間科学専攻 0 0 0 0

小　計 0 0 0 0

自然科学研究科

物理学専攻 1 1 1 1

生命・機能科学専攻 2 2 2 2

情報システム工学専攻 1 1 1 1

小　計 4 4 4 4

社会科学研究科 経営学専攻 3 3 2 2

フロンティア
サイエンス研究科 生命化学専攻 3 3 3 3

合　　計 10 10 9 9

※博士後期課程…一般入学試験、社会人入学試験、外国人留学生入学試験。

大学院［専門職課程］ 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数

法科大学院（法学研究科法務専攻） 193 164 96 21

会計大学院（ビジネス研究科会計専攻） 38 34 32 29

合　　計 231 198 128 50

※ 会計大学院…一般入学試験、AO入学試験、公募制推薦入学試験、指定校推薦入学
試験、学内推薦入学試験。
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■平成22年度決算の概要
　平成22年度は平成18年度から5年間の予定で実施してきた中
期経営計画の最終年度にあたります。今年度は、学園創立90周
年記念募金事業として「甲南90周年栄誉スカラシップ（大学）」
「甲南90周年オナースカラシップ（高等学校・中学校）」の給付を
継続するとともに、平成22年4月には「六甲アイランド総合体
育施設」を竣工しました。また理工学部再編事業の一環として、
7号館・14号館の改修を行い、物理学科、機能分子化学科、生物学
科及び地学研究室の平成23年度以降の教育研究環境を整備し
ました。さらに平成23年3月には岡本キャンパスに防災セン
ターを建設し、防災機能の向上及び集約化を実現しました。
　以下に、資金収支決算及び消費収支決算の内容についてご報
告いたします。

■資金収支決算の概要
　資金収入は、予算対比で見ますと、補助金収入、事業収入、雑
収入等が下回ったものの、手数料収入、寄付金収入、資産運用収
入、その他の収入が上回ったため、予算を1億73百万円上回る
189億06百万円となりました。一方、資金支出は、設備関係支出、
資産運用支出等が予算を上回ったものの、教育研究経費支出、
管理経費支出、施設関係支出が、本年度も引き続き調達方法の
見直し等様々な工夫を実行したことにより予算を下回りまし
た。最終的に、大学将来計画準備引当特定資産に5億円、大学教
育・研究環境整備充実引当特定資産に3億円を積み立て、結果と
して予算を6億46百万円上回る187億22百万円となりました。そ
の結果、資金収入超過額は1億84百万円となりました。

■消費収支決算の概要
　学園全体の帰属収入は140億26百万円、基本金組入額は16億
07百万円。帰属収入から基本金組入額を除いた消費収入は124
億19百万円。一方、消費支出は138億77百万円となり、その結果、
帰属収支差額は1億49百万円の収入超過、消費収支差額は14億
58百万円の支出超過となりました。
　予算対比でみますと、帰属収入は手数料、寄付金、資産運用収
入が増加したことに伴い、82百万円の増収（予算139億44百万円
に対して決算は140億26百万円）となり、基本金組入額は2億70
百万円の減少（予算18億77百万円に対して決算は16億07百万
円）となりました。一方、消費支出は資産処分差額、徴収不能引
当金繰入額を計上しましたが、人件費、教育研究経費、管理経費
が減少したため、3百万円の減少（予算138億80百万円に対して
138億77百万円）となりました。その結果、消費支出超過額は予
算より3億55百万円減少し、14億58百万円となりました。
　他方、前年度決算と比較しますと、帰属収入は平成21年度に開
設したマネジメント創造学部、フロンティアサイエンス学部の学
年進行による学生生徒等納付金の増収があったものの、手数料、
寄付金、補助金、雑収入が減少したことに伴い、50百万円の減収
（前年度の帰属収入は140億76百万円）。基本金組入額は理工学部
の再編に伴う7号館・14号館の改修、また岡本キャンパスの防災
力・セキュリティの向上を目的として防災センターを建設したた
め、前年度より4億95百万円増加の16億07百万円（前年度は11億12
百万円）となりました。一方、消費支出は人件費、管理経費及び資
産処分差額の増加はあったものの、新学部開設に伴う初期整備の
完了による教育研究経費の減少、借入金の繰上償還、リース物件
の買取り等支出構造の見直しに取組んだ結果、46百万円の支出減
（前年度の消費支出は139億23百万円）となりました。

■平成21年度決算・平成22年度予算及び決算の比較
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　高校棟校舎屋上防水改修、大会議室AV化、地デジ放送対応工
事及び地デジ対応TV入替、各種消防設備更新、ビオトープ鉄橋
補強、教室・廊下の補強補修、廊下タイルカーペット張替等、快
適で安全な環境整備と課外活動施設等の整備を実施しました。

3 環境整備

　それぞれのコースの特性を活かし、一人ひとりの適性や個性
に応じて自己の進路を確立しました。その結果、内部推薦によ
り約6割が甲南大学へ進学し、他の約4割は国公立大学や首都
圏・関西等の私立大学に進学しました。

4 進路状況

　高校入試はⅠ期（専願）の推薦入試と新たに本年度から導入
したⅡ期（併願）の入学試験において、昨年に比べ成果が見られ
ました。一方、中学入試は3年続けて受験者が減少しました。特
にⅢ期入試が厳しい状況であり、次年度以降の入試改革のみな
らず教育システムの改革推進も大きな課題であります。

高等学校
募集形態 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 競争率

普 通
コ ー ス

Ⅰ 期（ 専 願 ） 19 19 17 17 1.1

Ⅱ期（専願・併願） 12 12 7 6 1.7

中学校
募集形態 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 競争率

Ⅰ期入試 a方式、b方式 185 173 106 101 1.6

Ⅱ 期 入 試 310 169 98 34 1.7

Ⅲ 期 入 試 119 42 18 18 2.3

甲 南 小 学 校 27 27 27 27 ー

合 計 641 411 249 180 ー

備考：Ⅱ期入試欠席者141名のうち、Ⅰ期合格者は95名

5 生徒募集・入学試験に係る活動 2 広報活動・卒業生との連携事業等
●広報活動
　平成21年度から継続する戦略的広報活動として、学園が有す
る知的情報を外部に発信し、社会と学園とのコミュニケーショ
ンを密にするとともに、スポーツ・文化・ボランティア活動への
協賛等に注力し、「甲南」の社会的なブランド力を強化しました。
また、学内に対しては、激しく変化する社会のコモン・センスの
情報伝達を図りました。

●オール甲南の集いを開催
　甲南ファミリーが交流を深める「オール甲南の集い」を平成22
年5月23日に開催し、本学卒業生の柿木道子氏を招き、「くいだお
れ女将のしなやかなド根性」と題した講演会、美術部による似顔
絵・アクセサリーづくり、児童福祉研究会によるぬりえ・貯金箱
づくり、卒業生によるバルーンアート、「親子でつくろう工作教
室」といった新しい企画を催すとともに、卒業生と現役生による
ジョイントコンサート「オール甲南夢舞台」、卒業生が経営する
企業や商店の物産を販売する模擬店、物産展などを催し、嵐のよ
うな風雨にもかかわらず約1,800名の参加がありました。

3『平生釟三郎日記』第二巻を刊行
　学園創立90周年の記念事業として、本学園の創設者平生釟三郎
が永眠するまでの32年に及ぶ日記を翻刻し、全17巻に纏め刊行
します。平成22年度は、平成21年度に刊行した第一巻に続き、第
二巻を刊行しました。

4 フランス甲南学園トゥレーヌの
教育の質向上と閉校への取組

　フランス甲南学園トゥレーヌの平成24年度末閉校に向け、教
育水準の維持、向上を図るべく、食堂施設を改修するとともに
管理運営を強化しました。

（1）避難訓練の実施
　講義時間中に地震による火災が発生したとの想定に基づく
避難訓練を大学の各キャンパス、高等学校･中学校で継続的に
取組み、平成22年度は訓練実施日時の予告を教職員に対しての
み行う形で実施し、学生･生徒、教職員約2,420名が参加しました。

（2）コスト削減の実施及び省エネルギーの推進
①省エネルギーへの取組
　理事長を委員長とする「甲南学園省エネルギー委員会」を設
置し、法人全体で温室効果ガス排出量削減に取組む体制を整え
ました。平成22年度は学園内の冷蔵庫設置状況を調査し、無駄
な電力使用を削減するための方策を検討しました。

②電子入札購買システムの活用
　調達コストの更なる削減を目的として、電子入札購買システ
ムを導入し、当初予算額からのコスト削減を図りました。

（3）ワーク・ライフ・バランスの推進
　「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福
祉に関する法律」（育児・介護休業法）の改正（平成22年6月30日
施行）に伴い、「甲南学園就業規則」「甲南学園介護休暇規程」
「甲南学園育児休業規程」「甲南学園看護休暇規程」を改正し、仕
事と育児、介護の両立に向けた就労環境を整備しました。

1 管理運営・財政

法人

期語学研修の実施。⑤クラブ間交流としてブラスアンサンブル
部のハワイの姉妹校への交流の実施。
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■法人・大学・高等学校・中学校の部（学園総括） （単位：千円）
科　目 金　額 構 成 比 率

消　

費　

収　

入

学 生 生 徒 等 納 付 金 10,982,704 78.3%

手 数 料 643,301 4.6%

寄 付 金 201,454 1.4%

補 助 金 1,361,286 9.7%

資 産 運 用 収 入 394,721 2.8%

事 業 収 入 86,823 0.6%

雑 収 入 356,087 2.6%

帰 属 収 入 合 計 14,026,376 100.0%

基 本 金 組 入 額 △ 1,607,369 △11.5%

消 費 収 入 の 部 合 計 12,419,007 88.5%

消　

費　

支　

出

人 件 費 8,048,406 57.4%

教 育 研 究 経 費 4,762,223 33.9%

管 理 経 費 832,725 5.9%

借 入 金 等 利 息 15,545 0.1%

資 産 処 分 差 額 211,186 1.5%

徴 収不能引当金繰入額 7,417 0.1%

消 費 支 出 の 部 合 計 13,877,502 98.9%

消 費 収 支 差 額 △ 1,458,495

消費収支決算・構成比率

《用語（科目）の説明》

１.  学生生徒等納付金
授業料、入学金、施設設備資金、施設維持費、教育充実費、実験実習料等

２.  手数料
入学検定料、証明手数料等

３.  寄付金
学園創立90周年記念事業募金、教育振興募金、企業様からの研究助成等

４.  補助金
経常費補助金（大学改革推進等、戦略的研究基盤形成支援事業を含む）、研究
装置・設備・施設整備費等補助金等

５.  資産運用収入
受取利息配当金、施設設備利用料収入等

６.  事業収入
受託事業、収益事業にかかる収入等

７.  基本金組入額
校地・校舎・機器備品・図書等教育研究の充実・拡充のために取得した固定
資産のうち、帰属収入をもって充当した額及び教育研究基金等への組入額

収入科目構成比率
（学園）

支出科目構成比率
（学園）

基本金組入額
△ 1,607,369
（△ 11.5％）

人件費
8,048,406
（57.4％）

帰属収支差額
148,874

学生生徒等納付金
10,982,704
（78.3％）

雑収入
356,087
（2.6％）

事業収入
86,823
（0.6％）

資産運用収入
394,721
（2.8％）

補助金
1,361,286
（9.7％）

寄付金
201,454
（1.4％）

手数料
643,301
（4.6％）

徴収不能引当金繰入額
7,417
（0.1％）

資産処分差額
211,186
（1.5％）

借入金等利息
15,545
（0.1％）

管理経費
832,725
（5.9％）

教育研究経費
4,762,223
（33.9％）

（単位：千円）

（単位：千円）

■消費収支計算書（学園総括）　平成22年4月1日から平成23年3月31日まで （単位：千円）

消 費 収 入 の 部 消 費 支 出 の 部

科　目 予　算 決　算 差　異 科　目 予　算 決　算 差　異

学 生 生 徒 等 納 付 金 10,983,611 10,982,704 907 人 件 費 8,112,557 8,048,406 64,151

手 数 料 636,573 643,301 △ 6,728 教 育 研 究 経 費 4,842,616 4,762,223 80,393

寄 付 金 160,826 201,454 △ 40,628 管 理 経 費 841,632 832,725 8,907

補 助 金 1,425,042 1,361,286 63,756 借 入 金 等 利 息 15,546 15,545 1

資 産 運 用 収 入 282,948 394,721 △ 111,773 資 産 処 分 差 額 0 211,186 △ 211,186

事 業 収 入 89,636 86,823 2,813 徴収不能引当金繰入額 0 7,417 △ 7,417

雑 収 入 365,826 356,087 9,739

帰 属 収 入 合 計 13,944,462 14,026,376 △ 81,914 （131,668）

基 本 金 組 入 額 △ 1,877,184 △ 1,607,369 △ 269,815 予 備 費 68,332 68,332

消 費 収 入 の 部 合 計 12,067,278 12,419,007 △ 351,729 消 費 支 出 の 部 合 計 13,880,683 13,877,502 3,181

消 費 収 支 超 過 額 △ 1,813,405 △ 1,458,495

前年度繰越消費収入超過額 △ 5,465,206 △ 5,465,206

翌年度繰越消費収入超過額 △ 7,278,611 △ 6,923,701

注記　予備費からの振替 教育研究経費 116,321
管理経費 15,347

計 131,668

■資金収支計算書（学園総括）　平成22年4月1日から平成23年3月31日まで （単位：千円）

収 入 の 部 支 出 の 部

科　目 予　算 決　算 差　異 科　目 予　算 決　算 差　異

学生生徒等納付金収入 10,983,611 10,982,704 907 人 件 費 支 出 8,104,986 8,097,376 7,610

手 数 料 収 入 636,573 643,301 △ 6,728 教 育 研 究 経 費 支 出 3,029,204 2,942,306 86,898

寄 付 金 収 入 143,826 180,964 △ 37,138 管 理 経 費 支 出 812,132 795,889 16,243

補 助 金 収 入 1,425,042 1,361,286 63,756 借 入 金 等 利 息 支 出 15,546 15,545 1

資 産 運 用 収 入 282,948 393,960 △ 111,012 借 入 金 等 返 済 支 出 425,000 425,000 0

事 業 収 入 89,636 86,823 2,813 施 設 関 係 支 出 1,089,767 1,027,399 62,368

雑 収 入 365,826 356,087 9,739 設 備 関 係 支 出 362,819 379,752 △ 16,933

そ の 他 の 収 入 4,806,145 4,901,589 △ 95,444 資 産 運 用 支 出 4,093,300 4,911,696 △ 818,396

そ の 他 の 支 出 75,599 77,362 △ 1,763

（182,070）

予 備 費 17,930 17,930

計 18,733,607 18,906,714 △ 173,107 計 18,026,283 18,672,325 △ 646,042

資 金 調 整 0 0 0 資 金 調 整 50,516 50,009 507

収 入 の 部 合 計 18,733,607 18,906,714 △ 173,107 支 出 の 部 合 計 18,076,799 18,722,334 △ 645,535

収 入 超 過 額 656,808 184,380

（注） 1.資金調整勘定、仮払金、立替金、預り金、前受金等は含んでいない。
　　 2.「資金調整」は貸付金の収支差額を表す。

注記　予備費からの振替 教育研究経費支出 116,321
管理経費支出 15,347
設備関係支出 50,402

計 182,070

８.  人件費
教員・職員に支給する本俸・期末手当・その他の手当及び所定福利費、役員報
酬、退職給与引当金繰入額、退職金

９.  教育研究経費
教育研究のために要する経費及び教育研究用減価償却資産の減価償却額

10. 管理経費
教育研究経費以外の経費及び教育研究用以外の減価償却資産の減価償却額

11. 借入金等利息
借入金にかかる利息

12. 資産処分差額
固定資産（建物・構築物・備品・図書等）の除却、廃棄差額及び引当特定資産評
価損

13. 徴収不能引当金繰入額
奨学金回収不能額を見積る引当金計上額

※ 表の構成比率及び円グラフは、帰属収入を100とした場合の当該科目の比率及び円グラフとなっております。
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■高等学校・中学校の部 （単位：千円）

科　目 金　額 構 成 比 率

消　

費　

収　

入

学 生 生 徒 等 納 付 金 873,054 65.0%

手 数 料 10,933 0.8%

寄 付 金 74,524 5.6%

補 助 金 302,332 22.5%

資 産 運 用 収 入 34,727 2.6%

雑 収 入 47,490 3.5%

帰 属 収 入 合 計 1,343,060 100.0%

基 本 金 組 入 額 △ 214,169 △15.9%

消 費 収 入 の 部 合 計 1,128,891 84.1%

消　

費　

支　

出

人 件 費 862,102 64.2%

教 育 研 究 経 費 356,094 26.5%

管 理 経 費 34,022 2.5%

借 入 金 等 利 息 14,025 1.1%

資 産 処 分 差 額 10,698 0.8%

消 費 支 出 の 部 合 計 1,276,941 95.1%

消 費 収 支 差 額 △ 148,050

消費収支決算（部門別内訳）・構成比率

主な施設･設備の整備状況（学園全体）

基本金組入額
△ 214,169
（△ 15.9％）

収入科目構成比率
（高等学校・中学校）

支出科目構成比率
（高等学校・中学校）

学生生徒等納付金
873,054
（65.0％）

手数料
10,933
（0.8％）

寄付金
74,524
（5.6％）

資産運用収入
34,727
（2.6％）

補助金
302,332
（22.5％）

雑収入
47,490
（3.5％）

帰属収支差額
66,119

資産処分差額
10,698
（0.8％）

借入金等利息
14,025
（1.1％）

管理経費
34,022
（2.5％）

教育研究経費
356,094
（26.5％）

人件費
862,102
（64.2％）

（単位：千円）

（単位：千円）

■法人・大学の部 （単位：千円）

科　目 金　額 構 成 比 率

消　

費　

収　

入

学 生 生 徒 等 納 付 金 10,109,650 79.7%

手 数 料 632,368 5.0%

寄 付 金 126,930 1.0%

補 助 金 1,058,954 8.4%

資 産 運 用 収 入 359,994 2.8%

事 業 収 入 86,823 0.7%

雑 収 入 308,597 2.4%

帰 属 収 入 合 計 12,683,316 100.0%

基 本 金 組 入 額 △ 1,393,200 △11.0%

消 費 収 入 の 部 合 計 11,290,116 89.0%

消　

費　

支　

出

人 件 費 7,186,304 56.6%

教 育 研 究 経 費 4,406,129 34.7%

管 理 経 費 798,703 6.3%

借 入 金 等 利 息 1,520 0.0%

資 産 処 分 差 額 200,488 1.6%

徴 収不能引当金繰入額 7,417 0.1%

消 費 支 出 の 部 合 計 12,600,561 99.3%

消 費 収 支 差 額 △ 1,310,445

消費収支決算（部門別内訳）・構成比率

《用語の説明》

資金収支…………… 1年間の教育研究活動等に伴う資金の収入と支出を明らかにし、支払資金の顛末を表わすものです。

消費収支……………  企業会計の損益計算の仕組みを引用し、消費収入（収益）と消費支出（費用）の内容と均衡の状態を明らかにしようとするものです。具体的
には、「帰属収入」から「基本金組入額」を差し引いた「消費収入」を、当年度消費する資産及び用役の対価としての「消費支出」と対比し、収支
の均衡を判断します。

帰属収入……………  資金収支計算書の収入の部の「学生生徒等納付金収入」、「手数料収入」、「寄付金収入」、「補助金収入」、「資産運用収入」、「事業収入」、「雑収
入」に現物寄付を加えたもので、負債とならない正味の収入をいいます（外部からの借入金のように学校法人の負債となる収入は含みませ
ん）。

基本金組入額………  基本金は学校法人が教育・研究を継続的に維持向上させていくために必要な校地・校舎、機械器具、図書等を取得した金額（第1号基本金）、
校地・校舎等を取得するために年次的・段階的に積み立てる資金（第2号基本金）、さらには教育・研究を維持充実するための積立（第3号基
本金）及び恒常的に保持すべき資金として文部科学大臣の定める額の確保のために帰属収入からあてられる金額（第4号基本金）です。

消費収入…………… 帰属収入から基本金組入額を差し引いた残りの収入で消費支出にあてられるものです。

消費支出……………  資金収支計算書の支出の部の「人件費支出（退職金支出を除き、退職給与引当金繰入額・退職金を加える）」、「教育研究経費支出・管理経費支
出（減価償却額を加える）」、「借入金等利息支出」に消費支出のみの項目である「資産処分差額」、「徴収不能引当金繰入額」を加えたものです。

帰属収支差額……… 帰属収入と消費支出との差です。

消費収支差額……… 消費収入と消費支出との差です。

収入科目構成比率
（法人・大学）

支出科目構成比率
（法人・大学）

雑収入
308,597
（2.4％）

学生生徒等納付金
10,109,650
（79.7％）

手数料
632,368
（5.0％）

寄付金
126,930
（1.0％）

補助金
1,058,954
（8.4％）

資産運用収入
359,994
（2.8％）
事業収入
86,823
（0.7％）

帰属収支差額
82,755

徴収不能
引当金繰入額
7,417
（0.1％）

資産処分差額
200,488
（1.6％）

借入金等利息
1,520

（0.0％）

管理経費
798,703
（6.3％）

教育研究経費
4,406,129
（34.7％）

人件費
7,186,304
（56.6％）

基本金組入額
△ 1,393,200
（△ 11.0％）

（単位：千円）

（単位：千円）

平成22年度に行った主な工事は以下のとおりです。

工事名称 対象施設 概　要

3 号 館 外 壁 改 修 工 事 大学　3号館 建築基準法に基づき、竣工後10年を経過した建物の外壁タイルの打診及び補修を実施。併せて窓ガラ
スの複層化を行い、文部科学省の補助金を申請。

防 災 セ ン タ ー 新 築 工 事 大学　防災センター 岡本キャンパスの防災力･セキュリティを高めるため、キャンパス中央に防災センター（延床面積232.66㎡）を建設。

六甲アイランド部室棟新築工事 大学　六甲アイランド部室棟 学園創立90周年記念募金事業の1つである六甲アイランド総合体育施設整備事業の一環として同施設
南敷地に新部室棟（延床面積716.40㎡　愛称「Ship3」）を建設。

中央監視盤･防災盤更新工事 大学　岡本キャンパス 防災センターの建設に合わせ、老朽化した中央監視盤、防災盤の更新を実施。講義室のきめ細かな温度管理により、
省エネルギーにつなげる他、防犯カメラの映像、非常押しボタンの警報などの一元管理を実現。

三木記念体育館空調整備工事 大学　三木記念体育館 熱中症防止のため、三木記念体育館に空調設備を設置。正課活動及び課外活動における快適な競技環境
を実現。

7号館･17号館非常押しボタン設置工事 大学　7号館･17号館 実験、研究環境のセキュリティを確保するため、実験室等に非常押しボタンを設置。

1 4 号 館 ･ 7 号 館 改 修 工 事 大学　14号館･7号館 理工学部再編に伴い、14号館に生物学科、7号館に物理学科、機能分子化学科、地学研究室を集中移
転し、新しい教育コンセプトを実現できる環境を整備。

1号館･2号館エントランス自動ドア化工事 大学　1号館･2号館 キャンパスバリアフリー化の取組として、各建物エントランスの自動ドア化を継続的に実施。

構 内 防 犯 カ メ ラ 設 置 工 事 大学　岡本キャンパス キャンパスセキュリティ強化の一環として、不審者の入構に対する抑止効果を目的に主たる門に防犯
カメラを設置。

体育館自火報受信機更新工事 高等学校･中学校　体育館 老朽化した体育館の自動火災報知機受信機を更新。

大 会 議 室 A V 化 工 事 高等学校･中学校　校舎 教室及び諸施設AV化の一環として大会議室にAV設備を設置、補助金を申請。

屋 上 防 水 工 事 高等学校･中学校　校舎 劣化した高校棟の屋上防水を更新。

タイルカーペット貼り替え工事 高等学校･中学校　校舎 校舎G階廊下のタイルカーペットを更新。
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■消費収支決算の推移（学園総括）　平成17年度から平成22年度まで （単位：千円）

年 度
項 目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

帰 属 収 入 14,237,329 13,827,842 14,085,651 13,734,456 14,075,777 14,026,376

基 本 金 組 入 額 △ 1,933,977 △ 1,320,593 △ 5,067,350 △ 5,029,092 △ 1,111,938 △ 1,607,369

消 費 収 入 12,303,352 12,507,249 9,018,301 8,705,364 12,963,839 12,419,007

消 費 支 出 13,238,071 12,914,940 13,226,560 14,001,820 13,922,986 13,877,502

消 費 収 支 超 過 額 △ 934,719 △ 407,691 △ 4,208,259 △ 5,296,456 △ 959,147 △ 1,458,495

基 本 金 取 崩 額 ー 33,767 ー ー ー ー

消 費 収 支 超 過 額
累　　　計

5,372,580 4,998,656 790,397 △ 4,506,059 △ 5,465,206 △ 6,923,701

帰 属 収 支 差 額 999,258 912,902 859,091 △ 267,364 152,791 148,874

消 費 収 支 超 過 額
累　　　計

37.7% 36.1% 5.6% △32.8% △38.8% △49.4%

帰 属 収 入

■財務状況の推移（学園総括）　平成17年度から平成22年度まで （単位：千円）

年 度
項 目 平成17年度末 平成18年度末 平成19年度末 平成20年度末 平成21年度末 平成22年度末

総 資 産 88,484,703 89,275,896 89,275,723 89,165,547 89,232,957 88,710,335

固 定 資 産 79,878,718 80,178,364 80,438,157 79,862,634 79,645,176 79,085,692

有 形 固 定 資 産 53,870,115 53,494,751 57,150,999 60,499,195 60,279,619 59,786,408

その他の固定資産 26,008,603 26,683,613 23,287,158 19,363,439 19,365,557 19,299,284

流 動 資 産 8,605,985 9,097,532 8,837,566 9,302,913 9,587,781 9,624,643

総 負 債 9,938,907 9,817,198 8,957,934 9,115,122 9,029,741 8,358,244

固 定 負 債 6,883,481 6,759,481 6,340,766 6,172,048 5,946,682 5,562,712

流 動 負 債 3,055,426 3,057,717 2,617,168 2,943,074 3,083,059 2,795,532

（うち、借入金） 1,575,000 1,430,000 1,025,000 900,000 775,000 350,000

基 本 金 73,173,216 74,460,042 79,527,392 84,556,484 85,668,422 87,275,792

消 費 収 支 差 額 5,372,580 4,998,656 790,397 △ 4,506,059 △ 5,465,206 △ 6,923,701

正 味 財 産 78,545,796 79,458,698 80,317,789 80,050,425 80,203,216 80,352,091

■貸借対照表（平成23年3月31日） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　　目 平成22年度末 平成21年度末 増　減 科　　　目 平成22年度末 平成21年度末 増　減

固 定 資 産 79,085,692 79,645,176 △ 559,484 固 定 負 債 5,562,712 5,946,682 △ 383,970

長 期 借 入 金 315,000 650,000 △ 335,000

有 形 固 定 資 産 59,786,408 60,279,619 △ 493,211 退 職 給 与 引 当 金 5,247,712 5,296,682 △ 48,970

土 地 22,335,570 22,358,937 △ 23,367

建 物 28,938,835 29,152,582 △ 213,747 流 動 負 債 2,795,532 3,083,059 △ 287,527

構 築 物 1,674,359 1,123,726 550,633 短 期 借 入 金 35,000 125,000 △ 90,000

教 育研究用機器備品 1,874,971 1,968,482 △ 93,511 未 払 金 559,424 645,831 △ 86,407

そ の 他 の 機 器 備 品 10,569 9,087 1,482 前 受 金 2,063,971 2,159,440 △ 95,469

図 書 4,952,104 4,862,038 90,066 預 り 金 137,137 152,788 △ 15,651

建 設 仮 勘 定 0 804,767 △ 804,767 負 債 の 部 合 計 8,358,244 9,029,741 △ 671,497

そ の 他 の 固 定 資 産 19,299,284 19,365,557 △ 66,273

ソ フ ト ウ ェ ア 42,299 34,789 7,510

電 話 加 入 権 4,615 4,615 0

施 設 利 用 権 15,177 16,349 △ 1,172

長 期 貸 付 金 710,591 768,017 △ 57,426

退職給与引当特定資産 2,623,856 2,648,341 △ 24,485

償 却 引 当 特 定 資 産 5,453,166 4,970,068 483,098

理系学部設備充実引当特定資産 108,297 87,063 21,234 基 本 金 の 部

大学教育・研究環境整備充実引当特定資産 2,339,550 2,769,536 △ 429,986 科　　　目 平成22年度末 平成21年度末 増　減

大学将来計画準備引当特定資産 711,193 861,101 △ 149,908 第 1 号 基 本 金 81,969,869 80,438,127 1,531,742

平生太郎基金引当特定資産 1,801,233 1,846,879 △ 45,646 第 2 号 基 本 金 657,294 657,294 0

文学部研究助成引当特定資産 0 342 △ 342 第 3 号 基 本 金 3,824,629 3,749,001 75,628

中高教育充実引当特定資産 858,239 803,244 54,995 第 4 号 基 本 金 824,000 824,000 0

大学施設・設備充実引当特定資産 115,457 115,457 0 基 本 金 の 部 合 計 87,275,792 85,668,422 1,607,370

中高施設・設備充実引当特定資産 11,837 11,837 0

中・高体育館建設引当特定資産 530,000 530,000 0

第3号基本金引当特定資産 3,824,629 3,749,001 75,628

出 資 金 22,368 22,141 227

敷 金 ・ 保 証 金 126,777 126,777 0

消 費 収 支 差 額 の 部

流 動 資 産 9,624,643 9,587,781 36,862 科　　　目 平成22年度末 平成21年度末 増　減

現 金 預 金 4,591,019 9,052,893 △ 4,461,874 翌年度繰越消費収入超過額 △ 6,923,701 △ 5,465,206 △ 1,458,495

未 収 入 金 4,945,343 445,709 4,499,634 消費収支差額の部合計 △ 6,923,701 △ 5,465,206 △ 1,458,495

前 払 金 87,511 83,800 3,711

仮 払 金 770 1,589 △ 819

立 替 金 0 3,790 △ 3,790

資 産 の 部 合 計 88,710,335 89,232,957 △ 522,622 負債の部、基本金の部及び消費収支
差　額　の　部　合　計 88,710,335 89,232,957 △ 522,622

（注記）貸借対照表の補足説明
その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項
○有価証券の時価情報 （単位：千円）

種 類
平 成 2 2 年 度 （ 平 成 2 3 年 3 月 3 1 日 ）

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの（うち満期保有目的の債券） 3,224,634（300,470） 3,582,443（307,400） 357,809 （6,930）

時価が貸借対照表計上額を超えないもの（うち満期保有目的の債券） 2,852,971（600,000） 2,392,368（520,770） △ 460,603（△79,230）

合 　 　 　 計 （ う ち 満 期 保 有 目 的 の 債 券 ） 6,077,605（900,470） 5,974,811（828,170） △ 102,794（△72,300）

※上記の貸借対照表計上額には、仕組債 995,420千円を含んでおり、うち900,470千円は元本毀損リスクのない債券である。
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■名称 学校法人甲南学園

■法人設立の年月日 大正7（1918）年12月20日

■設置学校 甲南大学・大学院
 　◎岡本キャンパス  〒658-8501　兵庫県神戸市東灘区岡本8丁目9番1号
 　◎西宮キャンパス  〒663-8204　兵庫県西宮市高松町8番33号
 　◎ポートアイランドキャンパス  〒650-0047　兵庫県神戸市中央区港島南町7丁目1番20

 甲南高等学校・中学校  〒659-0096　兵庫県芦屋市山手町31番3号

■土地と建物（平成22年5月1日現在）
土地面積
大学 274,083.03㎡
高等学校・中学校 45,791.00㎡
フランス甲南学園トゥレーヌ高等部 12,090.00㎡
その他（職員住宅等） 4,908.08㎡
土地面積総合計 336,872.11㎡

建物面積
大学 138,482.32㎡
高等学校・中学校 17,846.01㎡
フランス甲南学園トゥレーヌ高等部 6,315.84㎡
その他（職員住宅等） 1,624.75㎡
建物面積総合計 164,268.92㎡

■役員（平成23年3月31日現在）

理事※1 定数20～30名以内
現員29名

理 事 長
𠮷　沢　英　成
副 理 事 長
片　岡　睦　夫
学 長
髙　阪　　　薫
校 長
橋　口　　　誠
副 学 長
重　松　利　彦
鶴　身　　　潔
常 勤 理 事
佐々木　良太郎
土　山　敏　夫
学 外 理 事
市　川　典　男
片　山　　　勉
山　田　純　嗣
伊　藤　　　勲
稲　垣　嗣　夫
岸　　　勘　治
吉　川　精　一
野　澤　太一郎
平　生　甲　一
松　下　正　幸
水　越　浩　士
村　津　敬　介

監事※2 定数２～３名以内
現員３名

植　村　武　雄
北　村　　　真
中　西　秀　夫

評議員※3 定数42～61名以内
現員60名

石　井　　　昇
石　野　牧　生
井野瀬　久美惠
位　原　美智子
緒　方　正　樹
佐　藤　治　正
長　坂　悦　敬

学 内 理 事
文 学 部 長 森　　　茂　起
理 工 学 部 長 宮　澤　敏　文
経 済 学 部 長 青　木　浩　治
法 学 部 長 島　田　　　茂
経 営 学 部 長 内　藤　文　雄
法 科 大 学 院 長 渡　辺　顗　修
会 計 大 学 院 長 河　﨑　照　行
経 済 学 部 教 授 岩　﨑　　　晃
マネジメント創造学部教授 佐　藤　治　正

西　村　順　二
狭　間　宏　明
美　馬　幸　治
藍　原　正　宜
日　野　博　文
岩　田　憲　明
奥　田　兼　三
長　田　正　道
片　山　　　勉
京　谷　光　雄
佐　藤　祐　康
酢　谷　周　爾
高　嶋　良　平
立　野　純　三
土　山　敏　夫
藤　守　晧　雄
細　谷　俊　雄
松　谷　齊　泰
森　本　啓　久
和　田　直　哉
岩　﨑　　　晃
片　岡　睦　夫
岸　　　勘　治
重　松　利　彦
鶴　身　　　潔
髙　阪　　　薫
橋　口　　　誠

青　木　浩　治
河　﨑　照　行
島　田　　　茂
内　藤　文　雄
宮　澤　敏　文
森　　　茂　起
渡　辺　顗　修
金　澤　博　子
神　澤　雄次郎
野　本　哲　平
舟　元　　　章
吉　田　昇　生
生　駒　貞　子
酒　井　淳　也
市　川　典　男
岩　崎　邦　彦
上　島　一　泰
加　藤　隆　久
佐々木　良太郎
辰　巳　末　芳
道　満　善　弘
藤　本　真　人
松　井　佐一郎
松　田　博　志
山　田　純　嗣
𠮷　沢　英　成

※1  学校法人の決議機関は理事会であり、私立学校法は、「学校法人に理事をもって組織する理事会を置く。」、「理事会は学校法人の業務を決し、理事の職務の
執行を監督する。」としています。理事は理事会に参画し、学校法人の業務を決めていきます。

※2  監事は、理事と同じように学校法人の役員となっています。監事は監査機関であって、①学校法人の業務、②学校法人の財産の状況を監査することが主たる任
務とされています。そのほか、監査報告書の作成、学校法人の業務又は財産の状況について、理事会に出席して意見を述べることもその職務とされています。監
事は、評議員の同意を得て理事長が選任し、監事は、監査の公正を保つために、理事、評議員又は学校法人の職員と兼ねてはならないこととされています。

※3  評議員会は、学校法人の重要事項について、理事長から意見を求められ、理事長に対して意見を述べる諮問機関としての役割があります。予算の決定、基本
財産の処分、寄附行為の変更等の重要案件については、理事長はあらかじめ評議員から意見を聞かなければならないこととされています。

■財務比率の推移（学園総括）　平成17年度から平成22年度まで （単位：％）

比　率 算式（×100） 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

貸
借
対
照
表
関
係

固 定 資 産 構 成 比 率
固 定 資 産 90.2 89.8 90.1 89.5 89.2 

89.1
総 資 産 （86.3） （86.3） （86.8） （87.0） （87.0）

自 己 資 金 構 成 比 率
自 己 資 金 88.8 89.0 89.9 89.7 89.8 

90.5
総 資 金 （85.0） （85.6） （86.4） （86.1） （86.3）

固 定 比 率
固 定 資 産 101.7 100.9 100.1 99.7 99.3 

98.4
自 己 資 金 （101.5） （100.7） （100.4） （101.0） （100.8）

固 定 長 期 適 合 率
固 定 資 産 93.5 93.0 92.8 92.6 92.4 

92.0
自 己 資 金 ＋ 固 定 負 債 （92.3） （92.0） （92.2） （92.6） （92.5）

流 動 比 率
流 動 資 産 281.7 297.5 337.6 316.0 310.9 

344.2
流 動 負 債 （211.9） （218.8） （222.7） （214.5） （219.4）

総 負 債 比 率
総 負 債 11.2 11.0 10.0 10.2 10.1 

9.4
総 資 産 （15.0） （14.3） （13.5） （13.8） （13.7）

退 職 給 与 引 当 預 金 率
退職給与引当特定預金（資産） 51.9 50.4 50.0 50.0 50.0 

50.0
退 職 給 与 引 当 金 （70.4） （71.7） （73.9） （75.1） （75.3）

償 却 引 当 預 金 率
償却引当特定預金（資産） 44.6 46.7 34.8 22.2 23.6 

24.1
償 却 引 当 金 （17.1） （17.7） （19.4） （19.5） （19.2）

消
費
収
支
関
係

学 生 生 徒 等 納 付 金 比 率
学 生 生 徒 等 納 付 金 76.9 77.6 76.3 77.5 76.1 

78.3
帰 属 収 入 （72.0） （72.6） （71.3） （74.0） （73.5）

寄 付 金 比 率
寄 付 金 0.9 1.2 2.4 1.7 3.0 

1.4
帰 属 収 入 （4.4） （1.9） （3.9） （2.0） （1.8）

補 助 金 比 率
補 助 金 10.8 9.8 9.6 10.5 10.4 

9.7
帰 属 収 入 （11.1） （11.1） （11.0） （11.6） （12.1）

人 件 費 比 率
人 件 費 51.1 54.1 52.5 55.4 57.0 

57.4
帰 属 収 入 （48.5） （49.0） （48.3） （50.6） （50.7）

人 件 費 依 存 率
人 件 費 66.5 69.7 68.7 71.4 74.8 

73.2
学 生 生 徒 等 納 付 金 （67.4） （67.5） （67.7） （68.4） （69.0）

教 育 研 究 経 費 比 率
教 育 研 究 経 費 33.0 32.8 32.6 35.5 34.9 

33.9
帰 属 収 入 （30.5） （31.5） （31.5） （33.2） （32.6）

管 理 経 費 比 率
管 理 経 費 4.6 4.6 6.4 6.7 5.0 

5.9
帰 属 収 入 （6.9） （6.9） （7.1） （8.9） （7.4）

消 費 支 出 比 率
消 費 支 出 93.0 93.4 93.9 101.9 98.9 

98.9
帰 属 収 入 （87.6） （89.2） （88.9） （98.5） （93.0）

基 本 金 組 入 率
基 本 金 組 入 額 13.6 9.6 35.9 36.6 7.9 

11.5
帰 属 収 入 （16.2） （15.4） （15.1） （15.0） （14.9）

（注） 総資金＝負債＋基本金＋消費収支差額　　
　　 自己資金＝基本金＋消費収支差額
　　 （　　）内は全国理工他複数学部法人平均
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■事務組織図（平成23年3月31日現在）

経営企画室

スポーツ強化支援室

総務部

人事部

財務部

管財部

広報部

学園振興募金室

ネットワークキャンパス東京事務所

大学企画室

大学事務部

教務部

教職教育センター事務室

学生部

キャリアセンター事務室

図書館

サイバーライブラリ事務室

入試事務室

情報教育研究センター事務室

法科大学院事務室

会計大学院事務室

文学部事務室

理工学部・知能情報学部事務室

経済・法・経営学部合同事務室

西宮キャンパス事務室

ポートアイランドキャンパス事務室

国際言語文化センター・広域副専攻センター事務室

スポーツ・健康科学教育研究センター事務室

EBA高等教育研究所事務室

国際交流センター事務室

カウンセリングセンター・人間科学研究所事務室

フロンティア研究推進機構事務室

先端生命工学研究所事務室

総合研究所事務室

ビジネス・イノベーション研究所事務室

高等学校・中学校事務室

フランス甲南学園トゥレーヌ日本事務所

総務課

事務システム課

広報課

甲友課

大　学

高等学校・中学校

学　園

■卒業生累計数（平成23年3月31日現在）
７年制高等学校 871
新制高等学校 10,779

学部 88,180
大学院（修士） 2,000
大学院（博士） 77
専門職大学院 405

大学院
研究科 課程 入学定員 収容定員 実員 課程 入学定員 収容定員 実員 備考

人文科学研究科 修士 26 52 38 博士後期 10 30 17
自然科学研究科 修士 35 70 103 博士後期 8 24 7
社会科学研究科 修士 20 40 15 博士後期 3 9 4
フロンティアサイエンス研究科 修士 5 10 29 博士後期 1 2 3 平成21年度設置
合 計 86 172 185 22 65 31

専門職大学院
研究科 入学定員 収容定員 実員 備考

法 学 研 究 科 50 170 132 平成22年度　定員変更（60名→50名）
ビジネス研究科 30 60 65
合 計 80 230 197

■学生・生徒数（平成22年5月1日現在）
大学

学部 入学
定員

編入
定員

収容
定員 実員 備考

文 学 部 400 10 1,620 1,890 

理 工 学 部 155 ー 840 1,094 平成20年度定員変更（335名→195名）平成21年度定員変更（195名→155名）

経 済 学 部 350 ー 1,400 1,713 うち、EBA総合コース45名
法 学 部 350 ー 1,400 1,719 
経 営 学 部 345 ー 1,380 1,693 うち、EBA総合コース29名
知 能 情 報 学 部 120 ー 360 449 平成20年度設置
マネジメント創造学部 180 ー 360 393 平成21年度設置
フロンティアサイエンス学部 35 ー 70 78 平成21年度設置
合 計 1,935 10 7,430 9,029 

高等学校・中学校

学校 入学
定員

収容
定員 実員 備考

高等学校 200 600 585 平成21年度定員変更
（215名→200名）

中 学 校 175 525 549

■専任教職員数（平成22年5月1日現在）
大学・大学院・センター・研究所
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研

究

所

法

科

大

学

院

会

計

大

学

院

学

生

相

談

室

合

計

教 授 40 20 17 14 22 9 7 9 4 6 2 1 0 3 0 12 9 1 176
准 教 授 10 12 8 8 3 7 2 3 2 6 0 0 1 0 0 6 0 0 68
講 師 2 7 0 1 0 3 11 3 1 9 0 1 0 0 1 0 0 0 39
助 教 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1
合 計 52 39 25 23 25 19 20 15 7 21 2 2 1 3 2 18 9 1 284

※特定任期教員、実務家教員を含む。

高等学校・中学校
教諭 契約 養護教諭 司書教諭 合計
50 4 1 1 56

職員
専任 嘱託 契約 合計
153 43 18 214




